
1 

 

 

バングラデシュの労働安全衛生制度に関する 2017年 10月～11月時点におけるカントリーレポート（国別報告）の「英

語原文－日本語対訳」について 

2018年 6月 

中央労働災害防止協会技術支援部 

国際センター 

 

本稿は、2017年 10月から 11月にかけて開催された国際協力機構（JICA）主催、中央労働災害防止協会技術支援部国際センターが受

託実施した「Improvement of Policy on Occupational Safety and Health - From Policy Development to Implementation 

Measures-」(  - - )における参加者による国別報告（Country Report）

のうち、バングラデシュからの参加者である、 

Mr. A T M Saiful Islam 

Mr Habibur Rahman 

いずれもバングラデシュ労働雇用省次官補 

が発表された国別報告の主要部分を「英語原文―日本語仮訳」として紹介するものです。 

その内容としては、現在のバングラデシュにおける労働安全衛生行政体制、関係法令、労働災害発生状況、労働安全衛生行政の実際の運

用状況等が含まれています。この資料は、英語による情報がなかなか得られない面がある同国における労働安全衛生事情を知るための有

益な資料となっていると判断されますので、本稿において同資料原典（パワーポイント資料）の主要部分について、「英語原文―日本語仮

訳」として紹介するものです。 

なお、この Country Report のうち、上記の両氏の個人的な情報に関する部分は、本稿では割愛してあります。 
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（訳者注：以下の記述において、イタリック体の部分は、訳者が文意を補足するために加えたものです。） 

 

 ̧ 資料出所：Training on Improvement of Policy on Occupational Safety and Health(労働安全衛生政策の向上に関する訓練)におけるバ

ングラデシュからの参加者である Mr. A T M Saiful Islam 及び Mr. Habibur Rahman（いずれもバングラデシュ労働雇用省次官補） 

が作成された Country Report 

 ̧ 原典の所在： http://www.jisha.or.jp/international/training/pdf/bangladesh2017.pdf  

 ̧ 原典の作成者：Mr. A T M Saiful Islam 及び Mr. Habibur Rahman 

 ̧ 原典作成者の所属：Ministry of Labour & Employment(バングラデシュ政府労働雇用省) 

  

http://www.jisha.or.jp/international/training/pdf/bangladesh2017.pdf
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英語原文 左欄の日本語仮訳 

 

 

 

 

労働安全衛生政策向上-制度構築から具体的対策まで- 

 

に関するバングラデシュの国別報告にようこそ。 
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Mr. A T M Saiful Islam 及び Mr. Habibur Rahman（いず

れもバングラデシュ労働雇用省次官補）による報告 

 

 

 

 

 

知識共同創造プログラム 

(グループ及び地域の重点) 

の参加者 

 

コース番号 No.J1704233 
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バングラデシュの地図上の位置 
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ベンガル地方の新年の祝い 
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一目でみるバングラデシュ 

 

ü バングラデシュは南アジアにあります 

ü 人口は約 1 億 7000 万人 

ü 面積 147,570 平方キロメートル 

ü 人口密度は 1 平方キロメートルあたり約 1015 人です 

ü 人口増加率は 1.37％/年 

ü 人口の約 25％が都市部に住んでいます 

ü 一人当たりの収入は 1,466 米ドル 

ü 出生時の平均余命は 69 歳（男女計） 

ü 識字率 58％ 

ü 言語：主にベンガル語が話され、他の民族言語もあります 

ü 毎年約 240 万人の新しい労働力が労働市場に参入します 

 

 

日本の外務省の関係するウェブサイトにおけるバングラデシュの基礎データ 

 

資料出所：外務省ウェブサイト：https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bangladesh/data.html#section1 平成 30 年 2

月 14 日版 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bangladesh/data.html#section1
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People's Republic of Bangladesh  
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1   

14 7 ṇ ṕ 4 ḯ Ṗṕ Ḳ 38.9 ṾṖ 

2   

1 6,175 ṕ2017 1 ḯ Ṗṕ Ḳ 127.4 ṾṖ 

3   

 

4   
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צּ Ḯ ṇ ךּ ḯ ︡

צּ Ḯ 

5   

ṕ Ṗḯ ṕ15 Ṗ Ḳ72.3 Ṿṕ2016 10 ḯ Ṗ 

6   

88.4 Ṿḯ ṕ ṇ ḯ ḯ Ṗ11.6 Ṿṕ2016 ḯ Ṗ 

7   

  

1947 8 14   

1971 12 16   
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ḱ  

1   

 

2   

Md. ḱ  

3   

ṕ 350Ṗ 

4   

ṕ1Ṗ  
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ḱ  

ṕ2Ṗ  

ḱ ḱ ṇ ṇ ḱ  

5   

ṕ1Ṗ ḯ ṕ1947 1971 פּ Ṗ ︡ Ḯ פּ

ḯ ṕ Ṗ נּ טּ ︡ḯ1971 ḯ לּךּ

︡ בֿ טּ Ḯ 

ṕ2Ṗ ḱ ḱ ṇ צּ ḯ1975צּ ḯ ṇ ṇ

ḱ ṇ צּ אל כֿ ḯ צּ פּ כֿ ṕ ḱ ṇ ṕ1977 Ṍ1981

ṖḮּ︡︡פḯ1990 ḯ צּ ךּ ḯ וֹ צּ וֹ ḯ ḯ2 ṕBNPḯ

Ṗ ￼ךּ צּפּ לּ קּ Ḯ1991 פּ ︡ḯ

ḯקּ 5 פֿ צּ אל קּ ךּ ṕ1991 ḯ1996 ḯ2001 ḯ2008 ḯ2014 ṖḮ 

ṕ3Ṗ2009 ︡ ḱ ḯ 50 טּ 2021 כֿ ︣ ṡ

2021 Ṣ ḯבֿפּפּ IT ︣ṡ ḱ Ṣ ︡ Ḯ2014 ḯBNP ךּ 18 צּ

︣ צּ אל ḯ צּ ︡ Ḯ פּ ︣ צּ צּ

ḯצּ ḯ צּ ︣ ḯ קּ ︡ Ḯ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/s_sa/sw/bd/page23_001516.html
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ṕ4Ṗ2015 ḯ 1 צּ ḯ2 Ṍ3 וֹפּ 100 צּ ︣

Ḯ ḯ ḱ ṇ ︣ צּ ︣ לּ ḯ9 צּ ḯ10

צּ אל ḯ פּ לּ ︡ צּ לּ Ḯ

ṇ ṇ צּ ︡לּכḯֿקּ ḯ2016 7 ḯ טּ

ḯ 7 22 צּ צּ ︡ Ḯ ︡ ṡךּ

ḱ Ṣ ḯבֿ ךּ ḯצּ פּ ףּ ￼ḯ

︡ צּ ︡ ךּ Ḯ 

ṕ5Ṗ צּ שּ צּ ︣ ḯ ṇ צּ צּ ךּ

טּ ḯצּ ḯ ḱ צּ ḯ צּ ḯ

︣ לּ ךּ Ḯ1997 צּ ︡ ḯ

20 צּ ︡ פּפּ ￼ḯ צּ Ṅ ︡ ךּ כֿךּ ךּ Ḯ 

ṕ6Ṗ ḯ1990 ḯ ︣ ṇḱ פּ ṡ Ṣּצ

נּ ︡ ︡ ךּ ḯ2017צּ 8 ḯṡ Ṣ ṇ ︣

ḯ 40 צּ ︡ḯ צּ ︡ Ḯ ḯ ḯ 90

ṡ Ṣ צּ ︡ ךּ ︡ ךּ Ḯ 

ḱ  
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1   

ḱ ṇ ḯṡ שּ Ṣ לּךּ ṇ ḯבֿ Ḯ ︣

ḯ ︡ קּ Ḯ2016 10 ḱ

צּ ︡ḯ ךּ ḮSAARCṕ Ṗḯ

ṕBIMSTECṖḯ ḱ ṇ ṕSASECṖḯ ṇ ṕNAMṖḯ

ṕOICṖḯ ṇḮ ḭ ︡ḯ 6958 ḯ 4 ṕ2017

5 ṖḮ 

2  ṕThe Military Balance 2013 Ṗ 

ṕ1Ṗ  

2210 ṕ2016/2017 Ṗ 

ṕ2Ṗ  

 

ṕ3Ṗ  

126,150 ḯ 16,900 ḯ 14,000 ṕThe Military Balance 2010 Ṗ 
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ṕ  Ṗ 

1   

ḱ ḯ  

2  GDP 

1,678 ṕ2016 ḯ Ṗṕ Ḳ 2016 GDP 4.1 ṾṖ 

3  GDP 

1,538 ṕ2017 ḯ Ṗṕ Ḳ 2016 GDP 4.7 ṾṖ 

ṕ Ṗ 7 Ṍ 6 Ḯ2015 ḯ2014 7 פּ 2015 6 Ḯ ḯ Ḯ 

4  ṕGDPṖ 
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7.24 Ṿṕ2017 ḯ Ṗ 

5   

5.92 Ṿṕ2016 ḯ Ṗ 

6  ṕ2010 ḯ Ṗ 

5,370  ṕ48.1 ṾṖḯ ṇ ṕ37.4 ṾṖḯ ṕ14.6 ṾṖ 

7  GDP ṕ2016 ḯ Ṗ 

ṇ ṕ53.1 ṾṖḯ ḱ ṕ31.5 ṾṖḯ ṕ15.4 ṾṖ 

8  ṕ2016 ḯ Ṗ 

ṕ1Ṗ  

369  

ṕ2Ṗ  
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472  

9  ṕ2016 ḯ Ṗ 

ṕ1Ṗ  

ṕ46.8 ṾṖḯ ṕ Ṗṕ36.2שּ ṾṖḯ ṕ3.7ṾṖḯ ṇ ṕ2.8ṾṖḯ

ṕ2.1ṾṖḯ ṇ ḱ ṕ1.9ṾṖ ṕ0.2ṾṖ 

ṕ2Ṗ  

ḱ ṕ14.4 ṾṖḯ ḱ ṕ11.8 ṾṖḯ ṕ9.3ṾṖḯ ṕ5.7ṾṖḯ ṕ5.2ṾṖḯ

ṕ4.5ṾṖḯ ṕ4.3ṾṖ 

10  ṕ2016 ḯ Ṗ 

ṕ1Ṗ  

ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ṇ 

ṕ2Ṗ  

ḯ ḯ ṇ ḯ ḯ ḯ ḯ ḯ ṇ  
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11  ṕ ḯ Ṗּפ  

127.7 ṕ  2017 Ṗ 

12   

 

13  ṇ  

1 Ṭ78.62 ṕ2017 ḯ Ṗ 

14   

ṕ1Ṗ ḯ2017 ṕ2016 7 -2017 6 Ṗ ḯ7.24 Ṿ ︡

3 טּ ḯ ḯ ṇ לּ ḯ ḯצּ

ṇ ︡ Ḯ ḯ ︣ כֿ צּ שּקּ טּ ḯ

וֹ ḯ צּ טּ Ḯ ḯ פּ ḯ ḱ צּ טּ Ḯ 



19 

 

ṕ2Ṗ ףּ ṕ2015 GDP 5.0 Ṿḯ ḯ2016 3.8.0 Ṿḯ

2017 5.0 Ṿ ︡ ךּ ḮṖḯֿכ ︣ ךּ Ḯֿכ ḯ

ḯ ︣ ︡ ךּ Ḯ 

ṕ3Ṗ ṕRevenue Budget Ṗ ṕAnnual Development Programme Ṗ אל ḯ2018

ṕ2017 7 -2018 6 Ṗ 2,0714 ḯ15,901 ḯ ︡ 4 27

26.2 Ṿ ךּ Ḯ2018 29.3 Ṿּצ ḯ31.7 Ṿּצ ḯ

ךּףּ ḯ ṕ26.1 ṾṖ ḯ ḯ ךּףּ ḯ ḱ ṕ13.0 ṾṖḯ

ṕ11.9 ṾṖḯ ḱ ṇṕ5.2ṾṖ Ḯ 

ṕ  Ṗ 

ṕ2015 Ṗ 

ṕ1Ṗ  

1,332.65 ṕ  11,999.00 ṕE/N ṇ ṖṖ 

ṕ2Ṗ  

26.98 ṕ  4,804.71 ṕE/N ṇ ṖṖ 

ṕ3Ṗ  
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46.23 ṕ  849.28 ṕJICA ṇ ṖṖ 

 

1   

צּ Ḯ Ḯ 

1972 2 10  

ḯ  

1972 3 3  

ḯ  

1972 7 1  

ḯ  

2   

ṕ1Ṗ ṕ Ḳ Ṗ 
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ṕ Ṗ  

 2012  2013  2014  2015  2016  

 601 750 862 915 1,080 

 1,445 1,180 1,284 1,816 2,075 

ṕ Ṗ ṕ2016 Ṗ 

 ḯ ḯ קּ ḯ ḯ  

 ḯ ḯ ḯ ḯ  

ṕ2Ṗ פּ ṕ2016 Ṗṕ Ḳ Ṗ 

  2012  2013  2014  2015  2016  

 30.1 94.4 96.3 45.4 48.3 
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3   

ḯ ḯ  

4   

848 ṕ2016 10 1 Ṗ 

5   

12,374 ṕ2016 12 ḯ Ṗ 

6  要 人 往 来 ( 資 料 作 成 者 注 ： 略 。 必 要 が あ る 場 合 は 、 外 務 省 の 該 当 す る ウ ェ ブ サ イ ト ：

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bangladesh/data.html#section1  

を参照されたい。 

 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/bangladesh/data.html#section1
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7  ḱ  

¶  

¶  

¶  

¶  

¶  

¶  
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はじめに（1） 

· 安全な労働は、労働者の基本的な権利の一つです。 労働安全衛生は、ま

っとうな仕事の議題（decent work agenda）の重要な要素です。 それは、

労働者が働く職場の条件があらゆる種類の危険と危険から解放されてい

ることを意味します。 

 

· バングラデシュは急速に発展している発展途上国として、商業と産業に

おいて徐々に繁栄しています。 同時に、産業や工場でも労働者が増えて

います。 しかし、この国は産業界において労働衛生及び安全上の危険有

害因子に直面しています。 
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はじめに（2） 

 

 

バングラデシュ政府は、予防可能な労働災害や疾病の削減を開発目標とする

国内労働安全衛生（労働安全衛生）問題の重要性を認識しています。 バング

ラデシュにおける労働安全衛生の発展のためには、公的部門と民間部門との

両方を含む関連当事者並びに国際機関との協力を継続的に結集する必要があ

ります。 
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産業災害及び職業性疾病の現況 

 

 

表 1：2016 年における作業場の現況 

死亡災害 888 

負傷 1093 

誘拐 73 

自殺 22 

行方不明 3 
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表 2：2016 年の職場における死亡災害数（産業別） 

業種 死亡災害件数 

輸送労働者 249 

建設業 85 

漁業 52 

農業 46 

包装 39 

日雇い労働 38 

移民労働 28 

手工業労働者 11 

電気労働者 10 

米製粉 10 

既製服製造 9 

家事使用労働者 9 

タイヤ工場 8 

船舶解体 8 

その他 97 
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表 3：2016 年の死亡災害の型 

 

 

死亡災害の型 数 

道路交通災害 320 

感電 93 

照明 44 

高所からの墜落 42 

火災 35 

船の転覆 20 

有害なガス 14 

圧力容器の破裂 10 

ボイラーの爆発 7 

塀の倒壊 7 
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表 4：2016 年の職場での暴力による死亡災害 

 

区分 数 

輸送労働者 39 

家事使用労働者 17 

商店労働者 15 

警備員 14 

農業 12 

既製服製造 9 

移民労働者 8 

建設業 6 

レンガ製造炉 5 

漁業 5 

その他 69 
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表 5：2016 年の労働者の行動別件数 

区分/労働者 労働者の行動別件数 

既製服製造 122 

輸送 16 

ジュート粉砕機 12 

水上輸送 8 

紡績機 8 

電気 6 

繊維 5 

茶畑 5 

その他 55 

合計 237 
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バングラデシュにおける安全衛生に関連する法律及び規則 

 

憲法は、バングラデシュ最高の法律であり、市民に結社の自由、妥当な賃

金、雇用均等、社会保障の権利を与え、強制労働を禁止している。（第 7 条、

第 14 条、第 20 条）。 憲法は、労働が市民の権利と義務であると示してい

る（第 20 条） 
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その他の法律及び政策 

 

ü バングラデシュ労働法、2006 年 

ü 国家児童労働排除政策、2010 年 

ü 国家労働政策、2012 年 

ü バングラデシュ工業政策 

ü 国家労働安全衛生政策、2013 年 

ü 家事使用労働者保護及び福祉政策、20 

 
 

 

目的 

 

· 労働者の健康及び労働能力の維持と促進 

· 安全衛生への導入となる作業及び仕事の改善 

· 安全衛生を支援する方向での作業組織及び作業文化の開発  

· 積極的な社会的雰囲気及び円滑な運営を促進し、さらに事業の生産性を

高める。 
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組織的な設定 

 

労働雇用省 

工場及び事業所監督部 

労働部門 

最低賃金委員会 

労働上訴裁判所及び労働法廷 

国家技能開発評議会 

バングラデシュ労働福祉基金 
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労働衛生監督の方式 

現在、工場及び事業所監督部（DIFE）は、次の機能を実施している。 

Ğ 工場及び事業所の監督 

Ğ 労働法違反の訴追 

Ğ レイアウト計画、建設及び工場の拡張の承認 

Ğ 登録及び免許の発行 

Ğ 労働法の異なる規定の施行の適用除外の認可 

Ğ 政策及び労働法の形成についての政府に対する支援 
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対応の手順及び罰則のシステム 

バングラデシュの労働法は、労働法違反に対する罰金（罰金と投獄

の両方）に関する多数の条項を規定している。 これらの罰則の一部

（第 289,290,291 及び 294 条）は、本当にそれほど厳しいものでは

ない。 バングラデシュの労働組合指導者及び市民社会の活動家達

は、より強い刑罰制度を要求してきた。 
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バングラデシュの労働法及び国家労働安全衛生政策は、次のような

安全装置及び労働安全衛生関連施設の提供を義務付けている： 

· 消防装置及び緊急火災避難路 

· 個人用保護具  

· 建物及び機械の安全性  

· 職場環境 保健サービスと医療 
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政府の主要な発議 

· 既製服製造業政府委員会 

· 既製服製造業における火災及び建物安全についての三者構

成委員会 

· 国家レベルの三者構成評議委員会 
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バングラデシュにおける労働安全衛生の実施における事

項と課題 

 

Ğ 政策と計画 

Ğ 立法 

Ğ 施行  

Ğ 社会的パートナーの協議と関与 

Ğ データと情報の管理 

Ğ 資源：人と物  

Ğ 労働安全衛生の認識 

 

Ğ その他の課題は次のとおり。  

Ğ 成長する非公式経済 

Ğ 柔軟な雇用形態の拡大 

Ğ 労働移動の拡大 

Ğ 新技術の使用に伴う新たなリスク 
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⇒2018 年 6 月 28 日 11 時 43 分ここまで 

勧告 

これらの課題は、以下の対策を採用することによって克服することがで

きる： 

× 労働安全衛生に関する国家政策の強化 

× 国家労働法制を高度化する改正 

× 労働監督の強化及びその効率性の強化  

× 意識向上キャンペーン及び早期教育による積極的かつ予防的労働

安全衛生文化の構築  

× 作業関連災害、傷害及び疾病に関するデータ及び統計を含むこれら

のデータ及び統計の改善 

×  労働安全衛生に関する三者協議及び二者間協議並びに労働安全衛

生に関する社会的対話の促進 

× 労働安全衛生を支援する機関の設立又は既存の機関の強化 
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バングラデシュにおける優良な実践 

Ğ 国家レベルの危機管理核心的委員会  

Ğ 既製服製造業における火災及び建物安全のための国家三者委員

会  

Ğ 国家レベルの三者協議委員会 

Ğ 労働組合登録/活動  

Ğ 安全委員会の形成  

Ğ 委員会への参加 
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結論：（1）： 

 ̧ バングラデシュは、農業ベースで人口密度の高い国です。不公平な労働

慣行を取り除くことに対する世界的な約束と労働管理の重要性は、政策

サークルで広く認識されており、バングラデシュにおける政策優先事項

となっている。公正な労働慣行、適切な労働、労働福祉、労働安全衛生

は、公平な成長を維持するために必要な条件である。 バングラデシュは

途上国であり、2021 年までに中所得層になるというビジョンを掲げてい

る。 

（続く） 



42 

 

 

 

(続き) 

同時に多くのチャレンジと脅威があるにも関わらず、巨大な機会と可能性が

ある。私たちは約 1 億 7000 万人を抱え、大部分の人口は 18-45 歳の年齢層

で、これはすなわち労働力の継続供給である。 したがって、バングラデシュ

が技能労働力を開発し、労働安全衛生を確保することは課題である。 

 


